
津波避難等に関する県民意識調査について

住民の津波避難等に関する意識や行動の実態を把握するとともに、国や他県等との比較を行い、本県の防災対策の参考とする。
※被害想定の算出に必要な「早期避難率」の把握

調査対象者：沿岸１０市町の津波浸水想定区域内に居住する１８歳以上の住民
対象者数：７，０００名
回答方法：郵送又はインターネットによる回答

Ｒ６．８～９月 入札、業者決定
１０月～１２月 調査実施
Ｒ７．１～２月 とりまとめ、報告

１ 目的

２ 実施概要

３ 設問内容（別紙参照）

（１） 回答者属性

（２） 南海トラフの地震について

（３） 地震・津波への意識と避難について

（４） 県や市町村に求める地震・津波防災対策等

（５） 住宅の耐震化と出火対策

４ スケジュール（予定）

○ 設問設定の考え方

・前回との比較のため、基本的には変更しない。

・「早期避難」については、国の考え方を踏まえる。
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